
新 潟 水 泳 協 会 規 約 

第 1章 総  則 
(名 称) 

第 1 条 本協会は新潟水泳協会と称する。 

(所 属) 

第 2 条 本協会は（一財）新潟県水泳連盟。（財）新潟市スポーツ協会に加盟し、新潟県水泳連盟新潟支部

となる。 

(目 的) 

第 3 条 本協会は新潟地区水泳団体の中枢機関となり、実践的研究・指導により健全で安全な水泳の普及

を図り、併せて水泳技術の向上に寄与することを目的とする。 

(方 法) 

第 4 条 本協会は第 3 条の目的を達成する為、下記の事業を行う。 

1 .新潟地区を代表して新潟県水泳連盟に加盟し、連絡を緊密に図る。 

2 .水泳に関する研究・指導及び講習会などを開催する。 

3 .水泳に関する大会の主催・共催・後援を行う。 

4 .新潟地区選手権大会を開催する。 

5 .水泳に関する調査・活動状況・記録等の資料作成及び機関紙の発行を行う。 

6 .水泳諸団体との連絡及び諸事業へ協力する。特に、本協会の目的を達成する為に必要と認める施

設・設備・用具等について推薦・推奨を行う。 

7 .その他本協会の目的を達成する為に必要な事項を行う。 

 

第 2 章 組  織 

第 5 条 本協会は本協会の趣旨に賛同する新潟地区内の水泳諸団体及び個人を以って組織する。 

1 .本協会は加盟登録者を会員として構成する。 

2 .本協会の目的に賛同する者は賛助会員となることができる。 

3 .賛助会員についての規程は別に定める。 

 

第 3 章 加盟登録 

第 6 条 本協会への加盟登録についての規程は、別に定める  

 

第 4 章 役  員 

第 7 条 本協会に下記の役員を置く。 

1.会長        1 名 

2.副会長      若干名 

3.理事長       1 名 

4.副理事長      1 名 

5.理事       若干名 

第 8 条 役員の任務は下記のように定める。 

1.会長は本協会を代表し、会務を統轄する。 



2.副会長は会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代理する。 

3.理事長は会長の指示を受け、会務を掌理し、理事を代表する。 

4.副理事長は理事長を補佐し、代行の任にあたる。 

5.理事は会務を分掌し、重要事項の審議にあたる。 

6.監事は会計を監査し、総会に報告する。 

第 9 条 役員の選出及び委嘱を下記のように定める。 

1.会長・副会長は理事会で推挙し、総会の承認を得る。 

2.理事長は理事の互選とし、副理事長は理事長が理事より選出し、理事会の承認を得る。 

3.理事は下記のものに会長が委嘱する。 

   ① 総会において選出された専門部会の部長・副部長 

②  小体連・中体連及び高体連の新潟地区水泳部会より各 2 名推薦されたもの。 

③ 会長が推薦するもの。 

④ 監事は会長が委嘱する。 

第 10 条 本協会は名誉会長・顧間及び参与を置くことが出来る。 

名誉会長・顧問及び参与は理事会の推挙で会長がこれを委嘱する。名誉会長・顧問及び参与は会長の 

諮問に応じ、総会及び理事会に出席して意見を述べることが出来る。 

第11条 役員の任期は2ケ年とし、再任を妨げない。又、補充役員の任期は前任者の残任の期間とする。 

 

第 5 章 機  関  

第 12 条 本協会に次の機関を置く。 

1. 総会 

2. 理事会 

3. 専門部長会 

4. 専門部会 

第 13 条総会は本協会の成人会員で構成し、下記の事項を議決する。 

1.会長・副会長の承認 

2.理事の選出 

3.予算及び収支決算の承認 4 .事業計画の承認 

4.規約・規程・制度の改廃 

5.加盟登録料・年会費・賛助会費の決定 

6.その他の重要案件 

第 14 条 理事会は役員で構成し、下記の事項を議決する。 

1.会長・副会長の推挙 

2.名誉会長・顧問及び参与の推挙  

3.新規加盟登録者・賛助会員・推薦・推奨・後援会等の審査 

4.各専門部会の立案による事業計画・予算案等の審議 5 .各専門部の部員の承認。 

5.新潟県水泳連盟の役員及び、新潟市体育協会の役員等の選出。 

6.総会から委任された事項の執行を分掌する。 

第 15 条 専門部長会は各専門部長で構成し、各専門部会立案による計画を調整する。 

第 16 条 専門部会は専門部員で構成し、専門事項を協議し、意見を理事会に提出する。又理事会より委任

せられた事項を執行する。 

第 17 条 専門部会についての規程は別に定める。 

第 18 条 総会は毎年 1 回会長が招集する。又必要に応じて臨時総会を招集することが出来る。 

第 19 条 理事会及び専門部長会は必要に応じて理事長が招集する。 

第 20 条 専門部会は必要に応じて専門部長が招集する。 



第 21 条 本協会の機関は構成人員の過半数の出席(委任を含む)を以って成立し、その決議は出席者の過半

数を以って決し、可否同数の場合は議長が決する。  

 

第 6 章 会    計 

 

第 22 条 本協会の経費は加盟登録料・年会費・賛助会費・寄附金・補助金・その他の収入を以ってあてる。 

第 23 条 本協会は新潟県水泳連盟及び、新潟市体育協会へ分担金を納入する。 

第 24 条 本協会の会計年度は毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終る。 

 

第 7 章  そ の 他 

第 25 条 本協会の事業は本協会の会員が責任をもって執行する。 

第 26条 本協会の主催する各種大会には加盟せる団体・個人以外の出場を認めない。但し、有料で認め

ることがある。 

第 27 条 本規約施行に必要なる細則は別に定める。 

 

附  則 

l.本規約は昭和 47 年 4 月 1 日から実施する。 

2.本規約は改正し、昭和 59 年 4 月 1 日から実施する。 

3.本規約は改正し、平成 14 年  
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専門部会規程

第 1 条 新潟水泳協会規約第 17 条により本規程を定める。 

第 2 条 新潟水泳協会規約第 12 条の 4 により下記の専門部会を置く。 

 1.総務部会             6 .記録部会            11.アーティスティックスイミング（AS） 

2 会計部会       7 .日本泳法部会               

事業部会             8 . S C 部会            12.レディ-ス部 

4.普及部会             9.飛込部会          13. H S 部会 

5.選手強化部会 .水球部会 

第 3 条 各専門部会は部長 1 名、副部長 1 名、部員若干名を以って組織する。 

第 4 条 各専門部会の部長は各専門部会を代表して、その職務の遂行に責任を負い、その結果を理事会に報告しなけ

ればならない。乂、部長事故あるときは副部長が代行する。 

第 5 条 各専門部会の部長は総会に於いて選日当し、副部長は部長が部員より選出する。部員は各専門部会に於いて 

推挙し、理事会の承認を得る。 

第 6 条 各専門部会は部長が招集し、部長は部会で立案した事業計画、予算案等を専門部長会及び理事会

に提出する。 

第 7 条 各専門部長は部員に常務を分掌し、処理する。 

第 8 条 理事長は専門部長会議を開き相互の意見を交換し、円滑なる運営を計る。 

第 9 条 総務部は下記の事項を行う。 

1.本協会の規約・規程・制度の改廃案の作成。 

2.本協会の発展に必要な業務改善及び運営等に関すること。 

3.庶務(会議の記録・資料の作成等)に関すること。  

4.総会。理事会・専門部長会の開催及び運営に関すること。 

5.加盟登録。賛助会員申込・推薦・推奨等に関すること。 

6.書類及び用具等の保存・管理に関すること。 

7.他団体との関連事務・渉外一切に関すること。 

8.他の部に属さないこと。 

第 10 条 会計部は下記の事項を行う。 

1.加盟登録料・年会費・賛助会費・寄附金、補助金等収入一切に関すること。 

2.支出一切に関すること。 

3.会員名簿・賛助会員名簿等の作成、配布に関すること。 

4.予算書及び決算書の作成。 

5.資金の適正な運用管理に関すること。 

第 11 条 事業部は下記の事項を行う。 

1.年間事業計画(反省と予定)を作成する。 

2.各種大会の主催・共催・後援の企画運営をする。 

3.大会に必要な書類・資料等の作成・管理に関すること。  

4.大会役員の養成強化を図る。 

5.大会役員(上級・第一・二種公認競技役員等)を掌握する。 

6.表彰制度をもうけ、表彰一切を行う。 

第 12 条 普及部は下記の事項を行う。 

1.本協会加盟団体の育成強化を図る。 

2.指導者の養成強化を図る。 

3.指導員(上級・第一 二種公認指導員等)を掌握する。 

4.水泳普及の為の研修会・講習会の開催を図る。 



5.水泳教室等を開催し、水泳人口の拡大を図る。 

6.その他普及に必要な事業一切を行う。 

第 13 条 選手強化部は下記の事項を行う。 

1.水泳技術の研究-調査に関するこし 

2.競技力向上の為の合宿・強化練習等の開催を図る。 

3.コーチ(第一 二種公認コーチ等)を掌握する。 

4.指導力向上の為の研修会・講習会等の開催を図る。 

5.その他選手強化一切の企画運営を行う。 

第 14 条 記録部は下記の事項を行う。 

1.各種大会の要項・プログラム・記録の整理・保存に関すること。 

2.ランキング表を作成する。 

3.広報(機関紙・協会史等)の編集発行を行う。 

4.その他記録に関する一切の企画運営を行う。 

第 15 条 日本泳法部は下記の事項を行う。 

1.本協会の日本冰法は神伝流とする。 

2.日本冰法の書類・出版物・記録等の保存・管理に関すること。 

3.日本泳法の研修会・講習会等の開催を図る。 

4.日本泳法普及の為、水泳教室等を開催する。 

5.その他日本泳法に関する一切の企画運営を行う。 

第 16 条 S C 部は下記の事項を行う。 

1.地区 S C の和を図り、水泳の普及・選手強化等健全な指導協力を行う。 

2. S C における大会・研修・講習会の開催等に関すること。 

3.本協会との連絡・報告等に関すること。 

4.その他 S C に関する一切の企画運営を行う。 

 第 17 条 飛込部は下記の事項を行う。 

1.飛込に関する一切の企画運営を行う。 

第 18 条 水球部は下記の事項を行う。 

1.水球に関する一切の企画運営を行う。 

第 19 条 AS 部は下記の事項を行う。 

1.AS に関する一切の企画運営を行う。 

第 20 条 レディース部は下記の事項を行う。 

1.レディース部に関する一切の企画運営を行う。 

第 21 条 H S 部は下記の事項を行う。 

1.H S 部に関する一切の企画運営を行う。 

第 22 条 各部員の任期は 2 年とし、再任は妨げない。 

1.本規程は昭和 47 年 4 月 1 日から実施する。 

1 2.本規程は改正し、昭和 59 年 4 月 1 日から実施する。  

3. 本規程は改正し、平成 14 年   〃 

 

 

 

 

 

 



 

新潟水泳協会加盟登録規程 

第1条 新潟水泳協会規約第 6 条により本規程を定める。 

 

第2条 本協会の各加盟団体に所属する者は所属団体を通じて、個人加盟者は直接本協会に登録しなけれ

ばならない。 

 

第 3 条 新規加盟登録料は団体 2,000 円、個人 1, 000 円とする。年会費は個人 1 ロ 1,000 円とし、2 ロ以

上とする。  

第4条 登録の更新については、年会費を納めた時点で更新されたものと見なす。3年以上年会費を納めて

いない場合は登録を取消すことがある。 

第 5 条 本協会に新規加盟登録する場合、理事会の承認を必要とする。 

 

第 6 条 本協会の名誉を著しく損ね、本協会の目的からはずれる行為のあった会員については、本協会か

ら除名することがある。 

 

第 7 条 加盟登録の手続きは事務局所定の書式による。 

 

第 8 条 日本水泳連盟へ登録した選手は本協会の会員とする。 

1.本規程は昭和 47 年 4 月 1 日から実施する。 

2.本規程は改正し、昭和 59 年 4 月 1 日から実施する。 

3.本規程は改正し、平成 14 年    〃 

 
  

 

新潟水泳協会賛助会員規程 

第 1 条 新潟市水泳協会規約第 5 条 3 により本規程を定める。 

第 2 条 賛助会員 

本協会が認めたもので、本協会の目的に賛同し、賛助会費を納入したものを賛助会員とする。 

第 3 条 賛助会費 

賛助会員の賛助会費は下記の通りとする。 

1 .個人賛助会費      年額 1 ロ 5 , 000 円( 1 ロ以上) 

2 .会社・団体賛助会費  年額 1 ロ 30 , 000 円( 1 ロ以上)  

第 4 条 賛助会員証及び感謝状 

1.賛助会員証 

賛助会員には賛助会員証を交付する。 

2.感謝状 

5 年間継続した会社・団体賛助会員及び、個人賛助会員には前項賛助会員証のほかに、 5 年ごとに

感謝状を贈呈する。 



第 5 条 賛助会員については広報する。(主催するすべての大会プログラムに掲載する)  

第 6 条 賛助会員については本協会の会員名簿にも載せる。 

1 .本規程は昭和 59 年 4 月 1 日から実施する。 

２.     平成 14 年    

 

 

新潟水泳協会一推薦・推奨制度  

1 .新潟水泳協会規約第 4 条 2 及び第 27 条により本制度をもうける。 

2 .本協会の推薦・推奨を受けようとする個人又は会社・団体等は本協会の目的・事業に賛同し、賛助会員

となること。 

3 .本協会の推薦 推奨を受けようとする施設・設備・用具等は下記基準を満たしていること。 

4 .本協会の推薦・推奨を受けようとする施設・設備・用具等については本協会へ資料と申請書(所定の用

紙)を提出し、審査に合格したものとする。 

5 .本協会の推薦 推奨を受けた施設・設備・用具等には認定証を交付し、広報する。 

6 .本協会の推薦 推奨を受けた施設・設備・用具等が本協会の名誉を著しく損ねた時、又、基準に合わな

くなった時をもって推薦・推奨を取消し、直に通知し、広報する。 

7 .本協会推薦・推奨基準を下記のように定める。  

(l)水泳の普及及び選手の育成・強化を促進する施設・設備・用具等であること。 

(2）地域社会に貢献する施設・設備・用具等であること。 

(3)教育的で青少年の健全育成の配慮がなされ、良心的で安全な施設・設備・用具等であること。 

(4)その内容及び安全性・環境等が充実していること。 

(5)推薦・推奨の運用に当っては本協会の指導の下で、常に連絡を取りながら行うこと。 

8 .上記の内容にあてはまらない事項については理事会で審議する。 


